予算要求資料
平成31年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費　　　
	事業名　清流の国ぎふ地産地消運動推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　農政部　農産物流通課　地産地消係　電話番号：058-272-1111（内2854）

　　　　　　　E-mail： c11444@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　4,868千円（前年度予算額：3,508千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,508
	1,322
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,186

	要求額
	4,868
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,868

	決定額
	4,140
	1,638
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,502


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　県産農産物を意識して購入する人の割合は35.0%と低く、県産農産物を優先した購買行動の増加が必要である。（H29 県政モニターアンケート結果）
平成30年度は、従来の夏季と秋季に加え、春季と冬季にも「地産地消Weekぎふ2018」を実施し、旬の農産物や地域の特色に応じた地産地消のＰＲが出来た。本取り組みの継続要望が大きいことから、引き続き県民協働による運動の定着を図るとともに、朝市・直売所等の活性化のための、生産者の仲間づくりや栽培技術や朝市運営に関する研修会を行う必要がある。

（２）事業内容
①「地産地消Ｗｅｅｋぎふ」を核とした地産地消運動の推進 
○「地産地消Ｗｅｅｋぎふ」を年４回実施し、複数店舗でのオープニングフェアの開催等により、旬の県産農産物を使ったフェアやメニューの提供などを行う参加店舗等をＰＲ。
②企業等と連携した地産地消の推進
○県と協定を締結するイオンリテール（株）等との連携フェア等を開催
③地産地消ネットワークづくりの推進

○地産地消Ｗｅｅｋぎふに参加した店舗等と活動方針等について意見交換

○近隣県の地産地消イベント参加による相互交流
④地産地消情報の収集発信
○朝市・直売所等の利用者の増加を図るため、県ＨＰで紹介。
⑤朝市・直売所等の活動支援

○定年帰農者等向け生産者交流会・栽培講習会、課題解決研修会を開催
（３）県負担・補助率の考え方

　　　地産地消の推進には行政や農業関係者に加え、県民や量販店、企業など、県民協働による活動促進が重要であることから、県の経費負担は妥当

（４）類似事業の有無
　　　なし
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	135
	販売促進フェアMC、直売所研修会に係る報償費

	旅費
	143
	販売促進フェア、意見交換会、打合せの開催。講師費用弁償

	需用費
	343
	アンケート調査の実施、研修会の開催

	役務費
	198
	通信運搬費

	委託料
	4,004
	地産地消活Weekの実施など

	使用料
	45
	直売所づくり研修会会場使用料

	合計
	4,868
	


	　決定額の考え方　

要求内容を精査し、所要額を計上します。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　ぎふ農業・農村基本計画、岐阜県食品安全行動基本計画

　　　岐阜県食育推進基本計画
（２）国・他県の状況

　　　他県においても、県が費用負担し、イベント開催やＰＲ資材を作成。
（３）後年度の財政負担
　　　地産地消の取り組みが、県民運動として定着するとともに、魅力ある直売所づくりを行い、県民に県産農産物が供給できるよう、継続支援を行う。
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
・「地産地消Ｗｅｅｋぎふ」において、県産農産物フェアの開催等に取組む参加店舗等の増加、県民による県産農産物を優先した購買行動を促進。
・朝市・直売所において、安全・安心で新鮮な農産物を提供するとともに、魅力ある直売所づくりに向けた取組み支援による販売額の向上。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	地産地消Week

参加店舗等の数
	308
（H26）
	545
（H28）
	650
（H29）
	570
（H30）
	700
（H32）
	81.4％


	直売所の販売額
	108億円（H21）
	38億円

（H27）
	155億円

（H28）
	160億円

（H29）
	140億円

（H32）
	114.3％



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

(１)「地産地消Ｗｅｅｋぎふ」の開催（季節毎）
○570店舗が参加し、県下全域で県産農産物のＰＲキャンペーンを展開。

○のぼり、ポスター、チラシを作製し、参加店舗等に提供。
（２）地産地消情報の収集発信
○県内朝市・直売所等の取組み状況等に係るアンケート実施。
（３）朝市・直売所活動の促進

○各地域の仲間づくりや生産技術指導等を実施。朝市・直売所の運営事業者を対象に「魅力ある直売所づくり研修会（仮称）」を開催予定。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

（１）季節毎に各店舗等の取組みをＰＲし、地産地消の実践機会を提供。
（２）各店舗の販売状況等を把握し、県ホームページで情報を発信
（３）各地域の朝市・直売所の活動促進を支援。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	○地産地消を推進には、行政のほか、県民や直売所・量販店などを含めた県民協働による活動促進が重要であり、そのための県民運動を展開する当該事業の必要性は高い。
○安全・安心で新鮮な農産物を消費者に提供する、魅力ある直売所づくりの支援策は必要。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	○地産地消Ｗｅｅｋぎふの参加店舗等は570を超え、県民が地産地消を実践する機会が増えている。
○朝市・直売所販売額は増加しており、目標達成のためには、継続した支援が必要である

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	○地産地消Weekの参加店舗は直売所・量販店などのほか、飲食店やホテル等の異業種も参加し、事業の効率化を進めている。
○直売所づくり研修会の内容は、直売所等の運営事業者へのアン
ケート結果等を踏まえて実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・地産地消Ｗｅｅｋぎふの取り組みが定着し、県民運動として展開するためには、継続的な実施が必要。

・直売所の販売額は、県全体では増加しているが、中小の直売所の多くは販売額が伸び悩んでいるため、今後も、現状把握及び直売所の活性化に向けた取組みの支援が必要。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・地産地消Ｗｅｅｋぎふの取り組みを継続するとともに、各店舗等の取組みへの支援を強化する。
・新鮮で安全な地元食材を求める県民ニーズは高く、各直売所が独自の特色を持った魅力ある直売所づくりに取組めるよう継続支援を行う。


＜地産地消Weekぎふについて＞


【県】趣旨に賛同した企業・団体等に対し、PR資材の提供、広報(チラシ、ポスター等)支援を実施。


【参加店舗】県産農産物フェア、県産農産物コーナーの設置、地産地消メニューフェア　等








